
Discussion Purpose Only

株式上場の意義・目的

⚫資金調達能力強化

→直接金融

⚫財務体質強化

→株主資本の充実

⚫経営管理の強化

→組織的な企業経営

⚫知名度向上

→社会的信用向上

⚫人材確保

⚫従業員の志気向上

株式上場までの道のり

株式上場までの道のり

株式上場に向けた諸施策の実施 社内体制整備完了・体制の運用期間
株式上場時の公募・売出による

ファイナンス

X期（申請期）X－2期 X－1期（直前期）

◼ 外部機関との接触

⚫ 証券会社、VC、外部コンサル会社

⚫ 監査法人

⚫ 信託銀行（証券代行業者）

⚫ 証券印刷会社

（申請書類のチェック／印刷等）

◼ 資本政策の検討に向けて

⚫ 第三者割当増資

⚫ 株主構成の検討

⚫ 新株予約権の活用

⚫ 株式移動

◼ ガバナンス体制の構築に向けて

⚫ 内部管理体制の整備

⚫ 取締役会、監査役会の機能化

⚫ 業務分掌、職務権限の明確化

⚫ 規程に基づく業務運営

⚫ 経営・業務組織体系の整備・見直し

⚫ 経理、財務、総務の部または課の区別

（内部牽制機能の構築）

⚫ 外部からの人材採用

◼ 予算統制制度の構築に向けて

⚫ 中（長）期経営計画の策定（3～5年）

⚫ ROA・ROE等、経営指標の認識

◼ グループ会社の整理・見直しに向けて

⚫ 関係会社の整理、もしくは100%子会社化

◼ 関連当事者取引の整理に向けて

⚫ 取引内容の精査及び方針策定

◼ 会計制度の整備・見直しに向けて

⚫ 税務会計中心からの脱皮

⚫ 管理会計を含めた会計制度の導入

⚫ 原価計算制度、月次決算の導入

⚫ 販売・購買・生産等の管理システム

及び会計システムの導入

⚫ 連結決算への対応

◼ その他上場準備に向けて

⚫ 上場基準の認識

⚫ 業容拡大のためのM&A

⚫ 後継者問題の対策

⚫ 同業他社（事業戦略）の情報収集

⚫ 事業拡大

⚫ 設備投資増強

⚫ 海外進出

⚫ 経営管理の強化

⚫ 事業承継

など

◼ 主幹事証券会社の選定

⚫ 幹事宣言書（マンデート）の交付

通常、主幹事証券会社は上場の2年前

までに決定するのが理想

⚫ プロジェクトチームは社長直轄

⚫ 全社一丸のプロジェクト推進体制

◼ 資本政策の検討および実行

⚫ 上場をサポートする証券会社、VC、外部

コンサル会社の作成（案）も参考に検討

◼ 人材の受入れ

⚫ 外部から人材受入れ（既上場会社の上場

準備経験者、取引銀行からの出向者受

入れ等）の検討

◼ 監査法人の選定

⚫ 上場準備の予備調査

（ショートレビュー）

⚫ 上場準備上の諸問題の洗い出し

⚫ 上場前2期間の監査証明が必要

⚫ 会計や内部管理体制の指導

⚫ 原価計算、システム構築等のアドバイス

⚫ 内部統制報告の評価及び監査

◼ 証券代行業者によるサポート

⚫ 株主対応、株式事務対応

⚫ 会社法サポート

⚫ 株主総会の運営

⚫ 想定質問の作成等

株主総会 株主総会 株主総会 株主総会

⚫ 株主割当増資、第三者割当増資、株式移

動、新株予約権、ストックオプション

⚫ 上場時の公募・売出を勘案した上場後の株主

構成、株式市況、同業他社を意識した資本政

策の再確認、調整

資本政策の着眼点

⚫ 事業計画に沿った資金調達

⚫ 上場時期

⚫ 株主構成（オーナー持株比率、安定株主）

⚫ 創業者利潤

⚫ 役職員のインセンティブ

⚫ 上場基準の充足、上場前規制

⚫ 上場後の適正な株価形成

資本政策はあと戻りできないため
慎重な検討が必要

※ トライアル・実施

◼ IR活動の準備
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引受手数料（会社→証券会社）

公募売出の発行価額総額の7-

8%程度が証券会社へ支払う引
受手数料

上場審査のポイント

上場審査の大きなポイントとして、単年度予算に基づいた業績管理が重要（→実績との差異
分析）。差異が生じた場合の原因分析・今後の対策等、タイムリーに対応
できる体制が確認される
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◼ 取引所上場審査部・証券会社引

受審査部・財務局からの質問へ

の対応

（公
募
・売
出
）

株式上場へ始動 主幹事証券の決定

会計制度の整備

社内規程の整備

内部管理体制の整備

予算管理体制の構築

関係会社の整備

ディスクロージャー体制の整備

監査法人の決定

証券代行の決定

四半期開示

申請書類の作成

内部統制の整備（J-SOX対応）

監査証明

◼ 証券印刷会社の選定

主幹事証券の引受審査部
による審査

◼ 引受シ団メンバーの選定とシェアの検討

上場プロジェクトチームを設置

株式上場をサポートする主幹事証券、監査法人の決定、上場プロジェクトチームの設置

⚫ 上場プロジェクトチーム、主幹事証券、監査法人との3

社が一体となり上場準備ミーティングを随時開催し、進
捗状況を確認

※直前期は実際に運用。月次決算制度を完全確立

資本政策の検討及び実行株式上場の動機

X－3期

◼ 主幹事証券会社引受審査部か

らの質問への対応

本プレゼンテーションにより、貴社と株式会社三菱UFJ銀行の間には何ら委任その他の契約関係が発生するものではなく、当行が一切法的な義務・責任を負うものではありません。本資料は信頼できると考えられる各種データに基づいて作成されていますが、当行はその正確性、完全性を保証するものではありません。ここに示したすべての内容は、当行の現時点での判断を示しているに

過ぎません。また、本資料に関連して生じた一切の損害については、当行は責任を負いません。その他専門的知識に係る問題については、必ず貴社の弁護士、税理士、公認会計士等の専門家にご相談の上ご確認下さい。株式会社三菱UFJ銀行と三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社は別法人です。本資料は三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社が提供する商品・サービス

について説明するものではありません。また、株式会社三菱UFJ銀行の役職員は三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社が提供する商品・サービスの勧誘行為をすることはできません。本資料は当行の著作物であり、著作権法により保護されております。当行の事前の承諾なく、本資料の全部もしくは一部を引用または複製、転送等により使用することを禁じます。

Copyright 2018 MUFG Bank, Ltd. All rights reserved.

〒100-8388 東京都千代田区丸の内2-7-1 株式会社三菱UFJ銀行 コーポレート情報営業部 当行が契約している指定紛争解決機関 一般社団法人全国銀行協会 連絡先：全国銀行協会相談室 電話番号：0570-017109 または 03-5252-3772 受付時間：月～金曜日9:00～17:00（祝日、12/31～1/3等を除く）


